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研究成果の概要（和文）：本研究では、慢性疾患や高齢者などの障害を抱える人々に焦点をあて,　教育、就労、健康
の機会不平等について明らかにすることを目的とした。学校関係者(養護教諭)や保護者への調査の結果、慢性疾患を抱
えるこどもは、病状のみならず親の考え方や学校側の認識により学校に通うことさえ困難である現状が明らかになった
。また、国際比較を行った結果、北欧等の国々では、病気の子どもたちの将来の自立を目指した学力およびソーシャル
スキルの育成のための学校教育システムを構築していた。さらに、高齢者への調査結果から、健康情報リテラシーには
学歴や経済的状況と同様に、ソーシャルサポートの有無も強く関連していたことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to explore inequalities in education, employment status, and 
health among people with chronic illnesses and elderly people. Using research on school nurses and 
parents, we found that chronically ill children have difficulty attending school due to their health 
condition, parents’ thoughts, and teachers’ awareness. In addition, an international comparative 
analysis was conducted, and it showed that in Northern European countries, school systems adopt methods 
for children with chronic illnesses to develop academic and social skills that enable them to become 
independent in the future. Furthermore, the results of a study of elderly people from a population survey 
showed a significant relationship between high health information literacy and social support as well as 
education and economic status.

研究分野：医療社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
先進諸国では、1980年代頃よりさまざまな
不平等が課題となり、数多くの実証研究と、
それに基づく政策が行われてきた。1998年に
WHO Europeは、Social determinants of 
health(健康の社会的決定要因)として10テ
ーマ（幼少期、社会的排除、職場環境、失業
問題、社会格差等）を明らかにし、これが健
康保健政策上の重要な根拠となっている。さ
らに、健康と関連のある要因として、Social 
Capital（社会関係資本）や、Health literacy
（ヘルスリテラシー：生活習慣と生活状況の
改善を通じて、個人やコミュニティの健康改
善ができるよう、主体的に行動するための知
識・生活上の技術、技能・自信の成熟度）等
が注目されており、健康に及ぼすさまざまな
社会的環境についての実証研究が蓄積され
てきている。特に、教育は就労状況（経済状
況）に、そして教育と就労状況（経済状況）
は健康に影響を与える重要な要因であり、イ
ギリスのブレア政権では、雇用促進のために
教育格差是正の政策を実施したことは記憶
に新しい。日本においても、近年、ようやく
社会的不平等が社会問題化し、その不平等を
明らかにしようと、健康、就労、教育等にお
ける格差に関する実証研究が行われてきた。
しかし、欧米諸国と社会状況が異なる日本に
おいて、政策立案するためには、欧米の研究
結果をそのまま踏襲するのではなく、日本の
不平等や格差の現状をさまざまな視点から
明らかにし、蓄積していく必要がある。 
 
２．研究の目的 
このような背景をもとに、本研究では、第
一に、障がい者、特に内部障がい者の社会的
排除の状況を、教育や就労に焦点を当て、実
証的に明らかにすること、第二に、教育や就
労状況が、健康やヘルスリテラシーに及ぼす
影響を明らかにすることを目的とし、これら
の結果から、保健政策や教育政策上の課題を
検討する。 
 
３．研究の方法 
内部障害（慢性疾患、がん、HIV感染症）
が教育、就労の格差にどのような関連や影響
を及ぼしているか、教育や就労状況が健康や
ヘルスリテラシーとどのような関連がある
かを明らかにするために、以下の３つの研究
と、健康、就労、教育における格差問題に関
する文献研究、国際比較を行った。 
（１）こどもの障害と教育に関する研究（学
校教育サイド（養護教諭）を対象とした質的
研究） 
（２）こどもの障害と教育に関する研究（患
児家族を対象とした質的研究） 
（３）こどもの障害と教育・就労に関する国
際比較（海外施設見学・インタビュー調査） 

（４）青年期および高齢者のヘルスリテラシ
ーの関連要因（学歴、就労、経済、ソーシャ
ルサポート他）に関する研究（質問紙調査結
果の量的分析） 
 
４．研究成果 
（１）こどもの障害と教育に関する研究（学
校教育サイド（養護教諭）を対象とした質的
研究） 
病気を抱えながら普通学級に通う子ども
は増えている。しかし子どもの保護者は、病
名や病状を明かさずにいたりするなどの行
動があり、また、学校教育関係者からも病児
の保護者と関係を旨く築けない現状が見ら
れる。そこで本研究では、普通学校における
病弱児の受け入れの現状と保護者との関係
を、養護教諭の視点から明らかにし、病気の
子どもの学校教育支援への課題や解決策を
検討した。2010 年と 2012 年に講習会に参加
した養護教諭 計 72 名に対し、「病気の子ど
もを普通学級に受け入れるための問題や課
題」と題するレポートを対象者に課した。そ
のレポートの記述のうち事例に関する箇所
から実際の子どもへの支援内容に関する内
容を抜き出した。 分析手法は修正版グラウ
ンデッド・セオリー・アプローチを用いて質
的に分析した。 
結果 
① 病弱児支援に必要な学校の資源 
病弱児を受け入れるために養護教諭が望
む資源として、5 種類（資金、人員、知識、
情報、連携）が挙げられた。多くの養護教諭
がこれらの５種類の資源が十分でないため、
病弱児の受け入れが困難であると回答して
いた。しかし、連携が旨く機能した事例では、
連携先のマンパワーを確保することをきっ
かけに、資金、知識、情報も得ることが出来、
良好な支援体制を整えることが可能になっ
ていた。支援体制が整えられた事例を見ると、
外部、特に医療機関との連携が重要であり、
校内連携のみで支援体制を整えようとする
と、資金、人員、知識、情報不足による障害
により、支援体制の確立が困難であった。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 養護教諭が考える病弱児支援に必要な学校
の資源 
 
②  保護者に期待される機能 
学校側は病弱児の親を、病弱児の学校生活
を支援するために重要な資源と捉えており、
保護者には主に 5種類の機能（医療情報の提
供、支援内容の調整、支援への人的協力、保



護者の心理的安定、病気の開示）を期待して
いた。また、養護教諭の語りを見ると、保護
者を資源と捉える背景として、“学校は全児
童･生徒を対象としており、一人だけ特別扱
いできない”、“普通学校には出来ることと出
来ないことがある”があり、普通教育の範囲
外の支援は保護者が調達すべきである、とい
う思考が感じられた。その結果、５つの機能
を果たせない保護者の存在は、病弱児の受け
入れに加え学校側のさらなる負担としての
しかかっていた。また学校側への“病気の開
示”は、病弱児を学校で支援するためには必
須事項であるが、保護者からの十分な病気の
説明がないまま必要時に支援を求められる
学校側の現状も明らかになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 学校側が病弱児の保護者に期待する機能 
 
③ 学校の資源・保護者の機能の大小と、支
援の質 
学校が資源を十分に活用し、外部と連携し
校内での支援体制を整えられた場合、保護者
のもつ機能の大小に関わらず、病弱児への支
援を十分に行うことが出来ていた。さらに、
保護者のもつ機能を十分に活用し、さらなる
支援の充実を図ることも出来ていた。しかし、
学校が資源を十分にもたず、その結果校内連
携が不十分で支援体制が整えられない場合
には、保護者がもつ機能のみが病弱児への学
校での支援内容となりがちである。しかし、
保護者が非常に高い機能を持つ場合、その高
さが学校側の負担となることがあり、いわゆ
る“要求の多い困った保護者”と認識されて
しまう場合もあった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 学校の資源・保護者の機能の大小と支援の質 
 
結論 
病弱児が普通学級で受け入れられるには、
予算や人的資源よりも連携の整備が重要で
あった。特に医療機関との連携は、知識と情
報を得るだけでなく、予算や人的資源を得る
ためのきっかけとなり、さらには校内連携を

促進させる要因でもあった。普通学校で病弱
児の支援を考えた場合、支援体制を整える役
割を担うのは、病弱児が存在する場の教員、
養護教諭が望ましい。養護教諭が医療機関等
の外部との連携を構築出来るための支援が、
病弱児が普通学級で受け入れられるために
は重要である。また、病弱児の保護者からの
十分な病気の開示が学校側にない状況も明
らかになった。病気の開示は支援体制を構築
するためには必須である。入院中の看護や特
別支援教育の場で病名を知らせることを取
り上げる必要性も明らかになった。 
 
（２）こどもの障害と教育に関する研究（患
児家族を対象とした質的研究） 
日本では血友病児は普通学級に通うこと
がほとんどであるが、差別への恐れなどから、
多くの母親は学校側に血友病であることを
伝えるか悩むことが多い。病気を学校側に伝
えないことで、病児への適切なサポートが学
校で行われないばかりではなく、学校教育が
十分に提供されず、学業不振、社会性の未発
達、そして自立への阻害をもたらすことがあ
る。本研究では血友病患者の母 19 名に半構
造化インタビューを行い、なぜ母親が学校に
病気を伝えないのかを明らかにし、病弱児へ
の学校教育のあり方を検討することを目的
とした。分析手法は修正版グラウンデッド・
セオリー・アプローチを用いて質的に分析し
た。 
結果 
 病気を明かすことに関する保護者の思い
は、HIV 感染が血友病患者に広まる 1980 年代
以前と以後によって異なっていた。 
 血友病患者の HIV 感染報道以前は、血友病
であることが子どもの入学拒否につながる
と母親が感じるか否かによって対応が異な
っていた。血友病であっても問題なく学校に
受け入れられると感じることが出来れば、病
名も含め全てを学校に伝えた。一方で血友病
であれば通常は学校に受け入れてもらえな
いと感じていれば、伝えても受け入れてもら
える学校を探し（私立、キリスト教系、知り
合いが教育者として勤めている等）を探し、
その後全て伝える、あるいは、差し障りのな
い病状のみ伝える判断をしていた。 
 一方、血友病患者の HIV 感染報道 HIV 感染
後は、HIV 感染していると思われ差別を受け
るという恐れを感じているか否かで、母親の
対応が異なっていた。HIV 感染していても差
別される恐れを強く感じていなければ、HIV
感染も血友病も共に開示した。しかし恐れが
あれば、たとえ HIV に感染していなくても血
友病であることでさえも全く開示しないと
いう決断をしていた。また、もうすでに血友
病であることを開示している場合など、すべ
て隠すことが無理な場合には、今まで伝えて
いる内容以上の説明をしないという決断を
している。 
 さらに HIV 感染しておらず、血友病患者へ
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のHIV感染による差別の恐れも感じていない
場合、母親は HIV 感染報道以前の思考、つま
り、血友病であることが子どもの入学拒否に
つながると母親が感じるか否かによって、開
示の程度を決めていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ 血友病児の母親の、学校側への血友病開示
の決断に関する過程 
 
結論 
 この結果はHIV感染という特殊な状況にお
いての、母親の病気開示に関する思考につい
て明らかにしたが、たとえ HIV 感染に関する
差別を感じていない場合でも、病気であるこ
とにより学校側から受け入れ拒否されると
母親が感じていることが明らかになった。病
弱児は普通学校から拒否されるという信念
が今現在でも根強く残っている。特別な配慮
のみで十分対応可能な病弱児の就学保障に
ついて、保護者側にも伝える必要があること、
また、学校側にも受け入れ拒否をにおわせず、
適切な配慮を積極的に保護者に伝え病弱児
の就学保障を行う必要性があることが明ら
かになった。 
 
（３）こどもの障害と教育・就労に関する国
際比較（海外施設見学・インタビュー調査） 
 訪問国と施設：（フィンランド：ﾄﾛｰﾗﾘ保育
園、ｸｵﾊﾞﾝﾇﾒﾝ統合学校、ｹｽｸｽﾌﾟｲｽﾄ職業学校、
こどもの城病院および併設学校、イギリス：
Macmillan Cancer Support、Great Ormond 
Street Children's Hospital、スウェーデ
ン：アストリッド・リンドグレン小児病院、
小児がん患者親族の会、がん基金、カロリン
スカ大学付属病院、デンマーク（オーデンセ
大学病院子ども病院、王立病院小児がん科） 
結果 
日本と大きく異なる点として、以下の 6つが
認められた。 
① 医療システムの違い：国内に数カ所の小
児専門の医療機関を指定し、小児患者が
集中するしくみがある。 
② 小児専門病院の質の違い：数カ所の小児
専門病院に、小児の生活（家庭生活・学

校教育等）を支える様々な資源が整って
いる。 
③ 支援の対象者の違い：支援の対象は病気
の子どもを含む家族（小児の父母、きょ
うだい、祖父母等）にまでおよぶ。日本
では支援の対象者が病児のみに限られて
しまうことが多い。 
④ 多種職連携のあり方の違い：様々な専門
職（医療職、学校教育職、福祉職、保健
職、心理職等）と患者支援団体が有機的
に連携し、小児とその家族の支援を行っ
ている。日本では各専門職が単独で子ど
もの支援を行っており、連携が行われて
いない。小児の親がそれぞれの専門機関
の調整役を行っている。また、患者支援
団体が対等な立場でその連携体制に加わ
ることがほとんどない。 
⑤ 小児を対象とする病院の理念の違い：入
院は子どもにとって発達成長を妨げる非
日常的なものと認識している。そのため、
入院期間は極力少なくし、入院期間中も
通常の生活（学校生活・家庭生活）を送
れる支援をおこなうことを理念に据えて
いる。 
⑥ 学校教育（義務教育）の目的の違い：学
校教育は、将来自立した人生を送るため
の手段として位置づけられており、どの
ような子どもでも、その子に応じた自立
のあり方を、学校教育の中でも検討して
いる。そのため、学習空白や社会的関わ
りの阻害が病気によって生じないような、
学校教育制度となっている。 
結論 
病気の子どもを取り巻く学校教育支援状
況は、フィンランド、イギリス、スウェーデ
ン、デンマークと日本の間に医療システム、
医療機関の理念や方針、学校教育（特に普通
学校や普通学級）における教育目標に違いが
見られた。日本ではこれらの状況が様々に関
与し、病児の学校教育上の問題や、その後の
就労等の自立の問題へと影響していること
が示唆された。 
 
（４）青年期・高齢者のヘルスリテラシーの
関連要因に関する研究 
 2007 年に実施された住民調査（構成労働科
学研究費補助金（第３次対がん総合戦略研究
事業）患者･家族・国民の視点に立った適切
ながん情報提供サービスのあり方に関する
研究、研究代表者：高山智子、一般国民を対
象にした効果的ながんの情報提供方法に関
する検討：4 地区住民調査）の 2 次分析を行
った。この調査は日本のある 4地区に在住す
る 20 歳以上の男女 9213 名に、健康やがんに
関する情報や支援に関する個人の物理的、心
理・社会的背景に関する無記名自記式質問紙
調査を行ったものである。回答者のうち調査
対象項目の無記名者を除いた 2752 名（有効
回答率 30.0％）を分析対象者とした。分析に
もちいた項目は健康情報に関するリテラシ
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ー（見つける、理解する、評価するの計 3要
素）、情報入手手段（インターネット、情報
的ソーシャルサポート）、社会経済的要因（教
育歴、治療費支払いの困難、就労の有無）、
健康状態（疾病の有無、主観的健康観）、基
本属性（性別、年齢、婚姻歴）であり、健康
情報に関するリテラシーを従属変数とした
多変量解析を行った。 
 その結果、20-39 才（青年-壮年前期）では、
学歴の影響は健康情報に関するヘルスリテ
ラシー3要素において見られなかった。“見つ
ける”においては、インターネット使用と情
報的ソーシャルサポート、“判断する”では、
医療費支払いの困難さが有意に関連してい
た。60 才以上（高齢期）では、学歴とインタ
ーネット使用と情報的ソーシャルサポート
“見つける”、“理解する”において有意な関
連が見られた。“判断する”では、情報的ソ
ーシャルサポートが最も強い関連を示して
いた。 
 以上の結果、若い世代において、学歴より
も経済的指標が健康情報リテラシー獲得に
影響があることから、安定的な収入の確保に
繋がる施策が健康情報リテラシーにおいて
重要であることが示唆される。また、全世代
において、インターネット使用が健康情報の
獲得において非常に重要だが、情報的ソーシ
ャルサポートは“理解する” “判断する”
においても重要であった。このことは、情報
弱者に対しITを普及させることのみならず、
人的資源であるソーシャルサポートという
社会的つながりも健康情報リテラシーにお
いて重要であることが示唆された。 
 
表１：20-30 歳代の健康情報リテラシー（見つけ
る、理解する、評価する）の関連要因 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2：60 歳以上の健康情報リテラシー（見つける、
理解する、評価する）の関連要因 
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